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平
成
26
年
1
月
1
日

に
市
川
市
に
住
所
は

あ
り
ま
す
か
。

平
成
26
年
度
分
の
住

民
税
は
課
税
さ
れ
て

い
ま
す
か
。

生
活
保
護
を
受
け
て

い
ま
す
か
。

平
成
26
年
度
分
の
住

民
税
が
課
税
さ
れ
て

い
る
方
に
生
活
の
面
倒

（
扶
養
）を
見
て
も
ら
っ

て
い
ま
す
か
。

対
象
者
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

臨
時
福
祉
給
付
金
の
支
給
対
象
者

と
な
る
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。

支
給
額（
１
回
限
り
）

1
人
に
つ
き 

１
０
，０
０
０
円

臨
時
福
祉
給
付
金
の
加
算
支
給
対

象
者
と
な
る
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。

支
給
額（
１
回
限
り
）

1
人
に
つ
き 

１
５
，０
０
０
円

対
象
者 

老
齢・障
害・遺
族
基
礎
年

金
、児
童
扶
養
手
当
、特
別
障
害
者

手
当
等
の
受
給
者
な
ど

子
育
て
世
帯
臨
時
特
例
給
付
金
の

支
給
対
象
者
と
な
る
可
能
性
が
あ

り
ま
す
。

支
給
額（
１
回
限
り
）

対
象
児
童
1
人
に
つ
き 

１
０
，０
０
０
円

臨
時
福
祉
給
付
金

子
育
て
世
帯

臨
時
特
例
給
付
金

市川市での支給対象者ではありません。
（基準日時点の住所にお尋ねください。）

対象者ではありません。

加
算
対
象
の
基
礎
年

金
・
児
童
扶
養
手
当

な
ど
を
受
給
し
て
い

ま
す
か
。

平
成
26
年
1
月
分
の

児
童
手
当
な
ど
を
受

給
し
て
い
ま
す
か
。

（
３
月
に
中
学
を
卒
業

し
た
方
を
含
む
。）

平
成
25
年
の
所
得
は

児
童
手
当
の
制
限
額

以
上
で
す
か
。

※
当
チ
ャ
ー
ト
は
あ
く
ま
で一
般
的
な
場
合
を
想
定
し
て
い
ま
す
。お
問
い
合
わ
せ
は
電
話
ま
た
は
相
談
窓
口
。

基
準
日
は
平
成
26
年
１
月
１
日
で
す
。

はい

いいえ

いいえ

いいえ いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

はい

はい

はい

はい

はい

はい

　
平
成
26
年
４
月
か
ら
消
費
税
率
が
５
％
か
ら
８
％
へ
引
き
上
げ
ら
れ
ま
し
た
。こ
の
こ
と
に
よ
り
所

得
の
低
い
方
や
子
育
て
世
帯
へ
の
負
担
を
軽
減
す
る
た
め
に
臨
時
的
な
給
付
措
置
と
し
て
、「
臨
時
福

祉
給
付
金
」「
子
育
て
世
帯
臨
時
特
例
給
付
金
」を
支
給
し
ま
す
。　    

（
臨
時
福
祉
給
付
金
担
当
室
）

お
知
ら
せ
し
ま
す

対
象
者
診
断
チ
ャ
ー
ト



広報いちかわ　2014年（平成26年）7月5日　No.14999 特集 2

○支給対象者
　平成26年度分の住民税が課税されていない方が対象です。ただ
し、課税されている方に生活の面倒（扶養）を見てもらっている場合
や、生活保護の受給者である場合などは除きます。

○支給額
１人につき１０，０００円（１回限り）
下記の《加算対象者》は１人につき５，０００円が加算されます。

《加算対象者》
・老齢基礎年金、障害基礎年金、遺族基礎年金などの受給者※１

・児童扶養手当、特別障害者手当等の受給者など※２

※１ 平成26年３月分の受給権があり、４月分または５月分の年金の受給がある方
が対象です。

※２ 平成26年１月分の手当などを受給している方が対象です。

1 申請書 給付金の受給には申請が必要です。７月１８日（金）から該当すると思われる方に順次申請書を送付します。

2 申請書の記入 申請書に必要事項を漏れなく記入して、必要書類を添付してください。

3 申請書の提出 １２月２６日（金）まで（消印有効）に返信用封筒で郵送または相談窓口に持参してください。

4 給付金の受給 支給要件を満たした方には、申請書に記載した口座に８月下旬以降に順次給付します。

○公務員の方へ
公務員の方は子育て世帯臨時特例給付金が該当になりますので、勤務先から配布された申請書に必要事項を記入し、
添付書類とともに郵送または相談窓口に持参してください。
住　所　〒272-8501※住所不要
送付先　臨時福祉給付金担当室

※添付書類については申請書に記載されています。

○電話相談　☎３３４-０１００ コールセンター （平日の午前9時～午後5時）

○相談窓口　市役所２階 市民税課前　行徳支所２階 総務課前  （窓口は平日の午前８時45分～午後５時15分）

○支給対象者
　次のいずれの用件も満たす方が対象です。
・ 平成26年１月分の児童手当・特例給付※を受給した方
・ 平成25年の所得が児童手当の所得制限限度額未満の方
※特例給付とは、児童手当の所得制限限度額以上の方について、児童１人当

たり月額５，０００円を支給をされている方です。

○対象児童
　支給対象者の平成26年１月分の児童手当・特例給付の対象と
なる児童です。ただし、「臨時福祉給付金」の対象となる児童や、生
活保護の受給者となっている児童は除きます。

○支給額
対象児童１人につき１０，０００円（１回限り）

住民税が課税されない所得水準の目安（非課税限度額）児童手当の所得制限限度額の目安

区　分 非課税限度額
（給与収入ベース）

単身 １００万円
夫婦 １５６万円

夫婦子ども１人 ２０５．９万円
夫婦子ども２人 ２５５．９万円

区　分 非課税限度額
（年金収入ベース）

単身
６５歳以上 １５５万円
６５歳未満 １０５万円

夫婦
６５歳以上 ２１１万円
６５歳未満 １７１．３万円

区　分
（扶養親族などの数） 所得制限限度額 限度額

（給与収入ベース）

子ども１人 ６６０万円 ８７５.６万円
夫婦子ども１人（２人） ６９８万円 ９１７.８万円
夫婦子ども２人（３人） ７３６万円 ９６０万円

臨時福祉給付金子育て世帯臨時特例給付金

申 請 方 法

給 付 金 の 相 談

申請受付期間

制度に関するお問い合わせ ： 厚生労働省2つの給付金専用ダイヤル ☎０５７０-０３７-１９２

７月18日金〜12月26日金


